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第１章 序論 
 




少子高齢社会を迎えた我が国では，健康寿命の延伸と quality of life（QoL）の充実に
向けて，介護予防の推進が喫緊の課題といえよう。高齢者によるボランティア活動は，
QoLの保持，高次生活機能の低下抑制，心身機能障害および総死亡リスクの減少などへ
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１. 高齢者（older adults） 




生労働白書 平成 15 年度版, 2003）。そこで，本博士論文においても，高齢者を 65 歳以
上の人と定義した。 
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 WHO（2001年）は，生活機能を「国際生活機能分類（International Classification of 














る不健康な期間」を意味し，平成 22年は男性 9.13年，女性 12.68年であった（厚生労
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７. 軽度の要介護認定者（the stage of certification of long-term care eligibility 
stage of mild） 
厚生労働省は，介護保険制度開始からの軽度者の増加の著しさを示すにあたり，軽度
の要介護認定者を「要支援から要介護 1」と定義した（介護保険制度改革の概要, 2006; 地
域包括支援センター全国担当者会議資料, 2010）。茨城県高齢者福祉計画・茨城県介護保
険事業支援計画 第 5期（茨城県, 2012）においても，要介護認定における軽度認定者を
「要支援 1・2および要介護 1」としている。そこで，本博士論文では，軽度の要介護
認定者を「要支援 1・2および要介護 1」と定義して論述した。 
 
８. 重度の要介護認定者（the stage of certification of long-term care eligibility 
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理的な健康度に関連する報告が多い（表 2-1）。生活満足度（Newman et al., 1985; Thoits et 
al., 2001），抑うつ度（Thoits et al., 2001; Morrow-Howell et al., 2003），自己統制感（Thoits 
et al., 2001），自尊心（Omoto et al., 2000; Thoits et al., 2001），健康度自己評価（Thoits et al., 
2001; Morrow-Howell et al., 2003）については，横断研究のみならず，縦断研究において
も検討されている。ボランティア活動を通して感謝や尊敬されることで自尊心が高まる













   
第２章 文献研究と研究課題の設定 
 

























   
第２章 文献研究と研究課題の設定 
 
 ９  
  













































































































































表 2-1. 高齢者のボランティア活動と健康度に関する主な先行研究 
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 １０  
第２節 介護予防におけるポピュレーションアプローチの重要性 



























図 2-1. 高齢者人口の健康度の分布とポピュレーションアプローチ 
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 図 2-2. 高齢者による介護予防ボランティア活動の有益性 
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図 2-3. 博士論文のフローチャート 
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 １５  
ティアによる体操普及活動と 7 年にわたる軽度の要介護認定者の割合の増減に関係が
みられるか否かについて検討する。 
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 １８  
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参 加 延 べ 人 数

































































































３ 級 指 導 士 養 成 人 数 お よ び 教 室 延 べ 開 催 数  
教 室 参 加 指 導 士 延 べ 人 数 お よ び 住 民 参 加 延 べ 人 数  
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れるなか（Hofecker, 1980; Nakamura, 1988; Nakamura; 1989），田中ら（1990, 2007）は包
括的健康度の指標として「活力年齢」（vital age）を提案している。活力年齢は「冠危険
因子の状態が良好であるとともに，体力水準が高いことが望ましい」という概念に基づ








質異常をともなう者（Shigematsu et al., 2000），肥満者では活力年齢が暦年齢を有意に上
まわることが報告されている（中西ら, 1996; Nakata et al., 2003）。 
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 ２２  
 【男性】
　VS = 1.85 + 0.025 X1 + 0.011 X2 + 0.002 X3 + 0.002 X4 - 0.046 X5 - 0.013 X6 - 0.025 X7 - 0.008 X8 - 0.241 X9
　VA = 15.16 VS + 0.188 Age + 39.70
　VS = 活力指数、VA = 活力年齢（歳）、Age = 暦年齢（歳）
　X1 = 肩甲骨下部皮脂厚（mm）、X2 = 収縮期血圧（mmHg）、X3 = 総コレステロール（mg/dL）、X4 = 中性脂肪（mg/dL）、
　X5 = 乳酸閾値時の酸素摂取量（ml/kg/分）、X6 = 乳酸閾値時の心拍数（拍/分）、X7 = 反復横とび（回/20秒）、X8 = 閉眼片足立ち（秒）、
　X9 = 一秒量（L）
 【女性】
　VS = 0.016 X1 + 0.011 X2 - 0.064 X3 - 0.012 X4 + 0.004 X5 + 0.004 X6 + 0.004 X7 + 0.034 X8 - 0.037 X9 - 0.005 X10 - 0.367 X11 - 1.035
　VA = 8.90 VS + 0.330 Age + 32.83
　VS = 活力指数、VA = 活力年齢（歳）、Age = 暦年齢（歳）
　X1 = 腹囲（cm）、X2 = 収縮期血圧（mmHg）、X3 = 乳酸閾値時の酸素摂取量（ml/kg/分）、X4 = 乳酸閾値時の心拍数（拍/分）、
　X5 = 総コレステロール（mg/dL）、X6 = 低比重リポ蛋白コレステロール（mg/dL）、X7 = 中性脂肪（mg/dL）、X8 = ヘマトクリット（％）、





の評価として，RE-AIM の適用が有用といわれている。RE-AIM（Glasgow et al., 1999; 











表 3-1. 活力年齢の算出式（田中, 2007） 
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 ２３  
４． 高齢化率（課題２，３） 











軽度の要介護認定者の割合（％）は，要支援 1・2 および要介護 1 の認定者数の合計
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 ２４  
住民参加延べ数は，各市町村に設立された指導士会を通じて健康プラザに提供されたも
のを用いた。 
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ポート，生活満足度を問い，介護予防ボランティア群 27 人（男性 7 人，女性 20 人），
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 ２６  
１) 身体的特徴 
 身長は，身長計（TG‐200，ヤガミ社製）を用いて 0.1 cm単位で測定した。体重は，
体重計（TBF-551，タニタ社製）を使用して 0.1 kg単位で測定した。着衣分の重量（0.8















度の安静後に熟練した検者が 2 回測定し，低い値を採用した。 
（４） 血液生化学検査 
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 ２７  




測定では，ペダルの回転数を 60 rpmに維持させ，摩擦抵抗をかけない状態で 2分間の


















時間を求めた（最大 60秒間）。測定は 2度おこない，高い方の値を採用した。 
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 ２８  
（８） 一秒量 
 一秒量は，電子スパイロメーター（SP-310，フクダ電子社製）を使用し，努力性肺活
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生活満足度は，古谷野らが開発した生活満足度尺度 K（Life Satisfaction Index K : LSIK）
により評価した（古谷野ら, 1990）（付録）。LSIKは，高齢者の主観的幸福感に関する既
存の測定尺度に基づいて開発され，9つの質問項目から構成される。肯定的な選択肢に
1 点，それ以外は 0 点を与え，合計得点（9点満点）が高いほど生活へ対する満足度が
高いと評価する。先行研究による報告では，LSIK の 65歳以上の平均値は男性 4.7 ± 2.2













号，平成 21年 10月 28日）。 
 
第３節 結果 
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 ３０  
１. 対象者の身体的特徴と活力年齢算出項目 
介護予防ボランティア群 48人（男性 9人，女性 39人）の平均年齢は 65.3 ± 4.7 歳（54
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 ３２  
２. 対象者のボランティア活動状況および運動習慣 
 質問紙調査の協力が得られた介護予防ボランティア群の 27 人について，ボランティ
アの活動状況を表 4-2に示した。ボランティア活動の頻度で最も多かった回答は，「月







　ほとんど毎日、n（％） 3 （ 11.1 ）
　週に3～4回位、n（％） 7 （ 25.9 ）
　月に3～4回位、n（％） 13 （ 48.1 ）
　月に1回以下、n（％） 4 （ 14.8 ）
ボランティア活動の期間
　半年以下、n（％） 2 （ 7.4 ）
　半年～1年位、n（％） 0 （ 0.0 ）
　1～3年位、n（％） 5 （ 18.5 ）
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運動群が習慣的におこなっている運動種目は，21 人中ダンスが 18 人，ウォーキング





　ほとんど毎日、n（％） 12 （ 44.4 ） 9 （ 42.9 ）
　週に2～3回位、n（％） 9 （ 33.3 ） 6 （ 28.6 ）
低頻度
　週に1～2回位、n（％） 5 （ 18.5 ） 6 （ 28.6 ）

















  第４章 研究課題１ 
     体操普及を目的とした介護予防ボランティア活動に従事する高齢者の健康度の検討 
 
 
 ３４  
３. 介護予防ボランティアの活力年齢 
対象者全体の暦年齢と活力年齢を比較した結果，暦年齢が 65.3 ± 4.7歳，活力年齢は
56.7 ± 8.2 歳となり，活力年齢が暦年齢よりも有意に若かった。性ごとの比較において
も，男性では暦年齢が 68.7 ± 3.7 歳，活力年齢が 54.2 ± 12.6 歳，女性では暦年齢が 64.5 ± 


























（ n = 9）
女性
（ n = 39）
















図 4-1. 介護予防ボランティアの暦年齢と活力年齢  
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図 4-2. 介護予防ボランティア群と運動群における活力年齢と暦年齢の差 
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図 4-3. 介護予防ボランティア群と運動群におけるソーシャルサポート，生活満足度 
の比較  
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 ４２  
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RE-AIM の 5つの評価要素の具体的な測定方法を以下に示した。 
１) Reach（適用可能な対象集団における介入の到達度） 
 Reach は，「対象集団のうちどれほどの人に介入が到達したか，参加者の代表性はど
うか」から評価される（RE-AIM Website, 2014; 重松ら, 2013）。例えば，Reach は医療
技術や医療サービスを対象とするある施設利用者の何割に提供できたかを算出するこ
とがあげられる（重松ら, 2013）。本研究では，Reach を体操普及活動の対象者（要介護
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や代表性」より評価される（RE-AIM Website, 2014; 重松ら, 2013）。本研究では，Adoption
を市町村の担当部署（健康増進課，介護福祉課など）およびサロンや団体（社会福祉協
議会，地域包括支援センターなど）が体操普及活動を受け入れた割合と本活動の導入へ







より（Glasgow et al., 1999; 重松ら, 2013），本研究では指導士が体操の指導方法を遵守す
る意識を質問紙にて確認した（RE-AIM Website, 2014）。具体的には，指導士へ「養成講
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されたか」からなる（Glasgow et al., 1999; 重松ら, 2013）。本研究においては，Maintenance
を長期の活動から得られた個人および地域レベルの効果，体操普及活動の継続状況より
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地域への効果は， 7年（平成 18～24 年度）にわたる軽度の要介護認定者の割合の増
減から評価した。軽度の要介護認定者の割合の増減は，平成 18年度と平成 24 年度にお
ける軽度の要介護認定者の割合を求め，平成 24 年度から平成 18 年度の値を引いて算出
した。軽度の要介護認定者の割合の算出方法は，第３章 第３節「測定項目と測定方法」
に記載した通りである。 
 平成 24 年度の市町村および質問紙調査対象者の基本情報，質問紙調査の結果は，平










究は筑波大学の倫理審査委員会による承認を得た（承認番号第体 24-124 号，平成 25 年
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 ４７  
第３節  結果 
１. 平成 24年度における市町村の体操普及活動状況と質問紙調査対象者の基本情報 
平成 24 年度の 4 市町村における体操教室の開催数は 151 教室，1 教室の開催頻度は
月あたり平均 1.8 ± 1.1 回，毎回の平均参加者数は 16.3 ± 7.5人であった。 
質問紙調査は各市町村の会長 4人（男性 3 人，女性 1人，平均年齢 70.3 ± 3.4歳），指
導士 232人（男性 65 人，女性 167 人，平均年齢 67.7 ± 5.4 歳），教室参加者 955人（男
性 139人，女性 816 人，平均年齢 74.6 ± 7.7歳）から回答を得た（表 5-2）。指導士の平
均年齢は，男性（70.3 ± 4.0 歳）が女性（66.7 ± 5.6 歳）より有意に高かった。体操の指
導経験がある人は 90.9％おり，男女の割合に有意な差はなかった。教室参加者の年齢と
教室参加期間の割合は，男女間で有意な差がなく，教室参加期間は，6ヵ月未満が 13.1％，
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 ４９  
２. RE-AIM 
質問紙調査（表 5-3～5-5，図 5-1，5-2），体操教室の視察，グループインタビュー，




割合は，4市町村の平均が 13.9 ± 8.1％であった（表 5-3）。各市町村の結果は，A町が
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会長への質問紙調査から得た結果（表 5-3），平成 24 年度における教室の継続年数は
4.9 ± 2.2 年であった。体操普及活動の対象者に対する体操継続者の割合は 4市町村の平
均値で 9.5 ± 1.9％，教室およびイベントに参加した実人数に対する体操継続者の割合は











平均年齢が 74.6 ± 7.7 歳のところ 89.7 ± 9.4歳となり，15.1年後まで体操を継続したいと
考えていることがわかった。「暦年齢と体操を続けたい年齢と暦年齢の差」には，有意
な負の相関関係（r = 0.546，P < 0.0001）がみられた（図 5-1）。体操を続けたい年齢に
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活動を何歳まで続けたいか」を問うた結果（表 5-4），平均年齢が 67.7 ± 5.4 歳のところ
79.4 ± 8.0 歳となり，11.7年後まで本活動を継続したいと考えていた。「暦年齢と指導士
の活動を続けたい年齢と暦年齢の差」については，有意な負の相関関係（r = 0.445，P < 
0.0001）がみられた（図 5-2）。指導士の活動を続けたい年齢は，男性（82.0 ± 8.6 歳）が
女性（78.4 ± 7.5 歳）より有意に高かった（表 5-4）。 
7年にわたる軽度の要介護認定者の割合の増減（図 5-3）は，茨城県全体で 1.0ポイン
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Spearman r = 0.546, P < 0.0001（有意）
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 図 5-2． 暦年齢と指導士の活動を続けたい年齢と暦年齢の差との関係 
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とした研究では，運動ボランティアが 2,900,000人を超える人口のうち 2,217 人（約
0.08％）に対して運動指導をおこなったことが推測された（重松ら, 2013）。これらの先
行研究の結果と本研究における体操普及活動の対象者に対する体操実践者の割合（4市
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平成 24年度（本事業開始後 8年目）において，1教室あたりの継続年数は 4.9年とな
り，教室が長期にわたり継続していることが確認できた。対象とする要介護認定を受け
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 ６０  
よう組み立てられ，指導では体操が日常生活でどのように役立つかを説明されている。
これらの工夫が，体操の習慣化や他者および地域への普及の要因となっていると推察さ
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測定項目は，市町村における指導士による 8 年間（平成 17～24 年度）の体操普及活
動指標（総数），市町村における指導士による 7年（平成 18～24年度）にわたる各年度
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ける平均値は，要介護 4・5を除く高齢者人口 1,000人あたりの指導士養成人数が 9.1 ± 4.8
人（3.4～22.9人），教室参加指導士延べ人数が 720.9 ± 649.9 人（180.3～3969.5 人），教









































































指導士養成人数 教室参加指導士 教室延べ 住民参加
12.0 762.8 226.1 4276.1
 延べ人数 開催数 延べ人数
（人） （人） （回）
3.9 275.0 102.3 2307.2
5.9 682.0 164.1 3990.7
8.4 343.5 115.2 1814.1
4.1 261.1 50.4 1372.9
4.8 672.4 167.9 3331.0
7.1 1218.2 337.8 4258.9
5.9 225.7 95.5 1817.9
8.6 311.2 106.3 1747.4
10.5 665.9 190.3 4089.6
15.3 1042.1 561.8 7565.7
10.1 781.5 328.7 3940.5
4.1 369.6 152.3 2829.3
4.5 237.1 73.7 1489.0
5.6 363.5 96.6 1751.5
9.8 757.0 205.8 3716.6
3.4 180.3 65.5 1984.0
9.9 837.7 380.1 6519.6
6.2 225.9 79.7 1136.0
8.6 432.9 174.0 3258.0
18.4 1906.0 545.9 8372.4
3.9 353.4 160.5 2373.2
9.4 475.7 159.4 2432.6
6.0 704.2 180.1 3171.8
6.3 350.9 62.0 1162.0
6.7 367.8 106.3 2199.8
5.0 612.1 175.7 3026.2
10.4 717.3 195.1 2449.0
8.1 873.5 180.2 3880.2
8.7 735.8 144.1 3360.8
6.6 456.6 204.3 2967.2
11.7 1684.5 364.8 5578.6
12.0 604.0 257.7 4212.1
21.2 1776.0 561.9 9151.4
10.6 705.6 97.0 1978.8
7.6 300.7 127.8 2036.8
17.2 708.9 299.6 7156.7
6.2 323.1 116.3 1801.0
11.2 466.6 142.9 3340.6
4.9 253.8 131.4 2761.9
20.9 1432.5 300.0 3760.7
10009.5
10.3 652.2 104.6 2221.5
6.7 642.2 203.7 2713.7
720.9 ± 649.9
22.9 3969.5 555.9
205.7 ± 138.5 3529.9 ± 2133.79.1 ± 4.8
 
表 6-1. 44 市町村における指導士による体操普及活動状況 




 ６６  
２. 44市町村における軽度および重度の要介護認定者の割合  
44市町村における軽度および重度の要介護認定者の割合は表 6-2に示した。茨城県全
体の軽度の要介護認定者の割合の平均値は，平成 18年度が 4.3 ± 0.8%，平成 24年度が
5.3 ± 1.0%となり，7 年間の増減（変化率）では 0.9 ポイントの増加がみられた。7年に
わたる各市町村の軽度の要介護認定者の割合の増減では，軽度の要介護認定者の割合が
35 市町村（79.9%）にて増加，9 市町村（20.1%）で減少がみられた。重度の要介護認
定者の割合の平均値は，平成 18年度が 7.6 ± 0.9%，平成 24年度が 9.0 ± 1.5%，7年間の





















































































































































































































































































































表 6-2. 44 市町村における軽要および重度の要介護認定者の割合 




 ６８  
３. 8 年間の体操普及活動状況と 7 年にわたる軽度の要介護認定者の割合の増減との
関係 
44 市町村における 8 年間の体操普及活動状況と 7 年にわたる軽度の要介護認定者の
割合の増減との関係を図 6-1 に示した。高齢化率を制御変数とした偏相関分析の結果，
要介護 4・5を除く高齢者人口 1,000 人あたりの指導士養成人数（r = -0.43，P = 0.004），
教室参加指導士延べ人数（r = -0.39，P = 0.009），教室延べ開催数（r = -0.31，P = 0.043），




口 1,000人あたりの指導士養成人数が事業開始 5年経過時（r = -0.39，P = 0.010），教室
参加指導士延べ人数（r = -0.36，P = 0.017），教室延べ開催数（r = -0.35，P = 0.022），住































































































































































































































































7 年 に わ た る 軽 度 の 要 介 護 認 定 者 の 割 合 の 増 減 7 年 に わ た る 軽 度 の 要 介 護 認 定 者 の 割 合 の 増 減









































































































































































































































































































































































































































































































































































































4 年 （ 平 成 18 ～ 21 年 度 ）
に わ た る 軽 度 の 要 介 護 認 定 者 の 割 合 の 増 減
5 年 （ 平 成 18 ～ 22 年 度 ）
























































































































































































































































































































































































5 年 （ 平 成 18 ～ 22 年 度 ）
に わ た る 軽 度 の 要 介 護 認 定 者 の 割 合 の 増 減
5 年 （ 平 成 18 ～ 22 年 度 ）






























































 ７１  
４. 8 年間の体操普及活動状況と 7 年にわたる重度の要介護認定者の割合の増減との
関係 
44 市町村における 8 年間の体操普及活動状況と 7 年にわたる重度の要介護認定者の
割合の増減との関係を図 6-3 に示した。高齢化率を制御変数とした偏相関分析の結果，

























































































































































































































7 年 に わ た る 重 度 の 要 介 護 認 定 者 の 割 合 の 増 減 7 年 に わ た る 重 度 の 要 介 護 認 定 者 の 割 合 の 増 減



















































































































































































































































































































































































占める割合は平成 12年 10月（31.7%）と平成 23年 10月（37.6%）を比較すると 5.9 ポ
イントの増加がみられた（いばらき高齢者プラン 21, 2012）。本研究結果から，茨城県
44市町村の高齢者人口における軽度の要介護認定者の割合について平成 18年度と平成
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 ８６  
付録 
【シルバーリハビリ体操の一部】 























































質 問 項 目 
家族の中に 家族以外の中に 
いる いない いる いない 




1 0 1 0 
















1 0 1 0 




1 0 1 0 

















 １．はい   ２．いいえ 
    
2 全体として，あなたの今の生活に不しあわせなことがどれくらいあると思いますか 
 １．ほとんどない    ２．いくらかある   ３．たくさんある 
    
3 最近になって小さなことを気にするようになったと思いますか 
 １．はい   ２．いいえ 
    
4 あなたの人生は，他の人にくらべて恵まれていたと思いますか 
 １．はい   ２．いいえ 
    
5 あなたは，年をとって前よりも役に立たなくなったと思いますか 
 １．そう思う   ２．そうは思わない 
    
6 あなたの人生をふりかえってみて，満足できますか 
  １．満足できる   ２．だいたい満足できる   ３．満足できない 
    
7 生きるということは大変きびしいと思いますか  
 １．はい   ２．いいえ 
    
8 物事をいつも深刻に考えるほうですか  
 １．はい   ２．いいえ 
    
9 これまでの人生で，あなたは求めていたことのほとんどを実現できたと思いますか 
 １．はい   ２．いいえ 
    




 ９３  
【質問紙調査票（シルバーリハビリ体操指導士会会長用）】 
平成 24年 4月から平成 25年 3 月までの 1年間の活動についてお尋ねします。 
活動へ重複して参加している人は，1人として数えてください。 
問１． 教室やイベントなどの活動へ参加した人数（非指導士）を記入ください。 
（      ）人 
問２． 教室等の活動を継続的に（おおむね 6 ヵ月以上）継続して参加した人（非指導
士）の人数を記入ください。 




1． 協力的だった        2． まあまあ協力的だった   




1． 協力的だった             2． まあまあ協力的だった   











 ９４  
【質問紙調査票（シルバーリハビリ体操指導士用）】 
問１． あなたの性別を教えてください。あてはまる答えの番号に○をつけてください。 
1．男   ・   2．女 
問２． あなたの満年齢を以下に記入ください。 












1． 守れている          2． まあまあ守れている    
3． あまり守れていない  4． 守れていない 
問５． あなたが指導士として活動で得た（と思われる）効果としてあてはまるものを
以下の選択肢からいくつでも選び，番号に○をつけてください。 
1.  自身や家族の健康管理を心がけるようになった 
2． 人との交流が増えた 
3.  外出の頻度が増えた 
4.  他者から感謝されるようになった 




 ９５  
5.  指導士としてのやりがいを感じるようになった 
問６． あなたが 100 歳まで生きられるとしたら，指導士の活動を何歳まで続けたいと
思いますか。 

























 ９６  
【質問紙調査票（体操教室参加者用）】 
問１． あなたの性別を教えてください。あてはなる答えの番号に○をつけてください。 
1．男   ・   2．女 
問２． あなたの満年齢を以下に記入ください。 
（        ）歳 
問３． あなたはこの体操教室にどれくらいの期間，参加していますか。あてはまるも
のを以下の選択肢から一つ選び，番号に○をつけてください。 
1． 6 ヵ月未満   2． 6ヵ月～1年未満  3． 1～2年未満   
4． 2～3年未満  5． 3年以上 
問４． あなたはシルバーリハビリ体操を生活の中でおこなっていますか。あてはまる
ものを以下の選択肢から一つ選び，番号に○をつけてください。 
1．おこなっている   ・   2． おこなっていない 
問５． シルバーリハビリ体操を初めて体験した時の感想としてあてはまるものを以下
の選択肢からいくつでも選び，番号に○をつけてください。 
1.  気持ちよかった 
2.  無理なくおこなえた 
3.  簡単におこなえた 
4.  体操やその効果がわかりやすい 
5.  体操を続けていきたい 




1.  日常生活の動き（歩く，立ち上がる，座るなど）が楽になった 




 ９７  
2.  膝，腰，肩などの痛みが緩和した 
3.  つまずきにくくなった，転びにくくなった 
4.  むせにくくなった 
5.  元気が出た 
6.  友人や仲間が増えた 








（     ）歳 
100歳以上の方は，これからもシルバーリハビリ体操をお元気にお続けください。 
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